
 

 
第第44節節  ⽣⽣産産性性向向上上にに向向けけたた取取組組  

 
 
農業者の減少・⾼齢化が著しく進⾏している中、農業⽣産⽔準を維持するためには、農

地の⼤区画化やスマート農業技術の導⼊等による⽣産性の向上が重要です。 
本節では、⽣産性向上に対応した基盤整備やスマート農業技術等の開発・普及促進、農

林⽔産・⾷品分野のスタートアップによる技術開発・社会実装等に関する取組について紹
介します。 
 

((11))  ⽣⽣産産性性向向上上にに対対応応ししたた基基盤盤整整備備  
((ススママーートト農農業業技技術術にに適適ししたた農農業業⽣⽣産産基基盤盤整整備備のの取取組組がが進進展展))  

農業分野においては、担い⼿不⾜や⾼齢化が問題になる⼀⽅、農業者の経営規模拡⼤も
進んでいる中で、⾃動⾛⾏農機、ICT⽔管理等のスマート農業技術の活⽤が、農作業の効
率化・省⼒化を通じた⽣産性向上に有⽤です。このため、農林⽔産省では、農地の⼤区画
化や情報通信環境の整備を始めとしたスマート農業技術の実装を促進するための農業⽣産
基盤整備を推進しています。具体的には、⾃動⾛⾏農機等による効率的な作業に適した農
地整備、ICT⽔管理施設の整備、パイプライン化等に取り組んでいます。 

 

 
 

((22))  ススママーートト農農業業技技術術等等のの開開発発・・普普及及促促進進  
((ススママーートト農農業業技技術術のの導導⼊⼊とと併併せせたた⽣⽣産産⽅⽅式式のの転転換換をを推推進進))  

近年、ロボット・AI・IoT等の情報通信技術を活⽤したスマート農業技術により、農業
の⽣産性向上等を図る取組が現場で広がりを⾒せています。例えば農業⽤ドローンによる
農薬等の散布⾯積は近年急速に拡⼤傾向で推移しており、令和6(2024)年度には119.6万ha
となっています。 

スマート農業技術の導⼊効果を最⼤限発揮するためには、スマート農業技術の導⼊と併
せて、機械が⾛⾏できる畝間

う ね ま
に変更する、機械が効率的に稼働できる樹形等に変更するな

ど新たな⽣産⽅式に転換することが重要です。このため、農林⽔産省では、令和6(2024)
年10⽉に施⾏された「農業の⽣産性の向上のためのスマート農業技術の活⽤の促進に関す
る法律」(以下「スマート農業技術活⽤促進法」という。)に基づき、スマート農業技術の
活⽤と農産物の新たな⽣産⽅式の導⼊を⼀体的かつ相当規模で⾏い、農業の⽣産性を相当
程度向上させる農業者等の事業活動を⽣産⽅式⾰新実施計画として認定することとしてお
り、認定を受けた事業者は税制特例措置や⾦融等の⽀援措置を受けることができます。令

ススママーートト農農業業技技術術にに対対応応ししたた  
タターーンン農農道道のの整整備備  

資料：北海道開発局 

⾃⾃動動給給⽔⽔栓栓  
資料：国⽴研究開発法⼈農業・⾷品産業技術総合研究機構

 

和8(2026)年3⽉末時点で⽣産⽅式⾰新実施計画は120件認定されています。 
また、⽣産⽅式⾰新実施計画では、新たな流通・販売等の⽅式を導⼊する⾷品等事業者

の取組についても計画認定とそれに伴う⽀援措置の対象とすることで、⾷品等事業者との
連携を通じた⽣産性の向上を推進しています。 

 

 
 

 
 
 

((事事例例))  デデーータタにに基基づづくく適適正正なな肥肥培培管管理理等等にによよりり⾼⾼温温障障害害等等ののリリススククをを低低減減((熊熊本本県県))  

有有機機栽栽培培ベベビビーーリリーーフフ  
資料：株式会社果実堂 

 
熊本県益城町

ま し き ま ち
の株式会社果実堂

か じ つ ど う
は、有機栽培ベビーリーフの⽣産・販

売を⾏っています。約70haの広⼤な栽培⾯積を有し、そのうち9割が直営
農場で、年間⽣産量は約900tとなっています。 

同社は、スマート農業技術の開発・実践に積極的に取り組んでおり、
令和7(2025)年4⽉には、スマート農業技術活⽤促進法に基づく⽣産⽅式
⾰新実施計画の認定を受けました。同計画では、過去の栽培データを基
に適正な肥培管理を⾏う複合環境制御装置を活⽤し、その効果を⾼める
換気窓部分が⼤きい⾃動開閉式ハウスを整備することで、⾼温障害等の
リスクを低減し、品質・収量向上効果の増⼤を⽬指しています。 

これらの技術の導⼊や農作業のマニュアル化といったオペレーション
の標準化により、若者にも働きやすい環境となっています。同社は、地
域の雇⽤創出による持続的な農村づくりにも寄与しており、地域農業の
活性化に貢献する先進的な企業としても注⽬されています。 

また、収穫後の鮮度保持や流通管理にも注⼒しており、⾼品質なベビ
ーリーフを産地直送で消費者に届ける体制を整備しています。この⼀連
の取組は、今後の国内有機農業の持続可能な発展に重要な役割を果たす
ことが期待されています。 

((事事例例))  分分析析デデーータタをを基基にに各各ほほ場場のの適適正正施施肥肥にによよりり収収益益性性をを向向上上((⼭⼭形形県県))  

ほほ場場管管理理画画⾯⾯  
((栽栽培培管管理理シシスステテムム))  

資料：株式会社おしの農場 

 
⼭形県天童市

て ん ど う し
の株式会社おしの農 場

のうじょう
は、「あなたの⽥んぼ、守ります」

を経営理念とし、地域農業の持続と発展を⽀える存在として、⾼齢化や
後継者不⾜に悩む農家のために⽔⽥の管理や農作業代⾏サービスの提
供を⾏っています。令和8(2026)年3⽉末時点で約135haの⽔⽥を管理し
ています。 

同社は、農業⽤ドローンや⾃動操舵
そ う だ

トラクタ等のスマート農業技術を
積極的に導⼊し、省⼒化と効率化を図っています。これにより作業負担
の軽減が実現され、また、社員の増加に合わせて休憩室や、更⾐室を整
備するなど、年齢や性別を問わず働きやすい環境づくりに貢献していま
す。 

また、令和7(2025)年1⽉にはスマート農業技術活⽤促進法に基づく⽣
産⽅式⾰新実施計画の認定を受けました。同計画では、栽培管理システ
ムで記録したデータを他の農業者と共有し、施肥データや労働時間デー
タを基に各ほ場の適正施肥等の肥培管理の実施や労働時間の平準化を
⾏うことで、収益性の向上を⽬指しています。 
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第第44節節  ⽣⽣産産性性向向上上にに向向けけたた取取組組  

 
 
農業者の減少・⾼齢化が著しく進⾏している中、農業⽣産⽔準を維持するためには、農

地の⼤区画化やスマート農業技術の導⼊等による⽣産性の向上が重要です。 
本節では、⽣産性向上に対応した基盤整備やスマート農業技術等の開発・普及促進、農

林⽔産・⾷品分野のスタートアップによる技術開発・社会実装等に関する取組について紹
介します。 
 

((11))  ⽣⽣産産性性向向上上にに対対応応ししたた基基盤盤整整備備  
((ススママーートト農農業業技技術術にに適適ししたた農農業業⽣⽣産産基基盤盤整整備備のの取取組組がが進進展展))  

農業分野においては、担い⼿不⾜や⾼齢化が問題になる⼀⽅、農業者の経営規模拡⼤も
進んでいる中で、⾃動⾛⾏農機、ICT⽔管理等のスマート農業技術の活⽤が、農作業の効
率化・省⼒化を通じた⽣産性向上に有⽤です。このため、農林⽔産省では、農地の⼤区画
化や情報通信環境の整備を始めとしたスマート農業技術の実装を促進するための農業⽣産
基盤整備を推進しています。具体的には、⾃動⾛⾏農機等による効率的な作業に適した農
地整備、ICT⽔管理施設の整備、パイプライン化等に取り組んでいます。 

 

 
 

((22))  ススママーートト農農業業技技術術等等のの開開発発・・普普及及促促進進  
((ススママーートト農農業業技技術術のの導導⼊⼊とと併併せせたた⽣⽣産産⽅⽅式式のの転転換換をを推推進進))  

近年、ロボット・AI・IoT等の情報通信技術を活⽤したスマート農業技術により、農業
の⽣産性向上等を図る取組が現場で広がりを⾒せています。例えば農業⽤ドローンによる
農薬等の散布⾯積は近年急速に拡⼤傾向で推移しており、令和6(2024)年度には119.6万ha
となっています。 

スマート農業技術の導⼊効果を最⼤限発揮するためには、スマート農業技術の導⼊と併
せて、機械が⾛⾏できる畝間

う ね ま
に変更する、機械が効率的に稼働できる樹形等に変更するな

ど新たな⽣産⽅式に転換することが重要です。このため、農林⽔産省では、令和6(2024)
年10⽉に施⾏された「農業の⽣産性の向上のためのスマート農業技術の活⽤の促進に関す
る法律」(以下「スマート農業技術活⽤促進法」という。)に基づき、スマート農業技術の
活⽤と農産物の新たな⽣産⽅式の導⼊を⼀体的かつ相当規模で⾏い、農業の⽣産性を相当
程度向上させる農業者等の事業活動を⽣産⽅式⾰新実施計画として認定することとしてお
り、認定を受けた事業者は税制特例措置や⾦融等の⽀援措置を受けることができます。令

ススママーートト農農業業技技術術にに対対応応ししたた  
タターーンン農農道道のの整整備備  

資料：北海道開発局 

⾃⾃動動給給⽔⽔栓栓  
資料：国⽴研究開発法⼈農業・⾷品産業技術総合研究機構

 

和8(2026)年3⽉末時点で⽣産⽅式⾰新実施計画は120件認定されています。 
また、⽣産⽅式⾰新実施計画では、新たな流通・販売等の⽅式を導⼊する⾷品等事業者

の取組についても計画認定とそれに伴う⽀援措置の対象とすることで、⾷品等事業者との
連携を通じた⽣産性の向上を推進しています。 

 

 
 

 
 
 

((事事例例))  デデーータタにに基基づづくく適適正正なな肥肥培培管管理理等等にによよりり⾼⾼温温障障害害等等ののリリススククをを低低減減((熊熊本本県県))  

有有機機栽栽培培ベベビビーーリリーーフフ  
資料：株式会社果実堂 

 
熊本県益城町

ま し き ま ち
の株式会社果実堂

か じ つ ど う
は、有機栽培ベビーリーフの⽣産・販

売を⾏っています。約70haの広⼤な栽培⾯積を有し、そのうち9割が直営
農場で、年間⽣産量は約900tとなっています。 

同社は、スマート農業技術の開発・実践に積極的に取り組んでおり、
令和7(2025)年4⽉には、スマート農業技術活⽤促進法に基づく⽣産⽅式
⾰新実施計画の認定を受けました。同計画では、過去の栽培データを基
に適正な肥培管理を⾏う複合環境制御装置を活⽤し、その効果を⾼める
換気窓部分が⼤きい⾃動開閉式ハウスを整備することで、⾼温障害等の
リスクを低減し、品質・収量向上効果の増⼤を⽬指しています。 

これらの技術の導⼊や農作業のマニュアル化といったオペレーション
の標準化により、若者にも働きやすい環境となっています。同社は、地
域の雇⽤創出による持続的な農村づくりにも寄与しており、地域農業の
活性化に貢献する先進的な企業としても注⽬されています。 

また、収穫後の鮮度保持や流通管理にも注⼒しており、⾼品質なベビ
ーリーフを産地直送で消費者に届ける体制を整備しています。この⼀連
の取組は、今後の国内有機農業の持続可能な発展に重要な役割を果たす
ことが期待されています。 

((事事例例))  分分析析デデーータタをを基基にに各各ほほ場場のの適適正正施施肥肥にによよりり収収益益性性をを向向上上((⼭⼭形形県県))  

ほほ場場管管理理画画⾯⾯  
((栽栽培培管管理理シシスステテムム))  

資料：株式会社おしの農場 

 
⼭形県天童市

て ん ど う し
の株式会社おしの農 場

のうじょう
は、「あなたの⽥んぼ、守ります」

を経営理念とし、地域農業の持続と発展を⽀える存在として、⾼齢化や
後継者不⾜に悩む農家のために⽔⽥の管理や農作業代⾏サービスの提
供を⾏っています。令和8(2026)年3⽉末時点で約135haの⽔⽥を管理し
ています。 

同社は、農業⽤ドローンや⾃動操舵
そ う だ

トラクタ等のスマート農業技術を
積極的に導⼊し、省⼒化と効率化を図っています。これにより作業負担
の軽減が実現され、また、社員の増加に合わせて休憩室や、更⾐室を整
備するなど、年齢や性別を問わず働きやすい環境づくりに貢献していま
す。 

また、令和7(2025)年1⽉にはスマート農業技術活⽤促進法に基づく⽣
産⽅式⾰新実施計画の認定を受けました。同計画では、栽培管理システ
ムで記録したデータを他の農業者と共有し、施肥データや労働時間デー
タを基に各ほ場の適正施肥等の肥培管理の実施や労働時間の平準化を
⾏うことで、収益性の向上を⽬指しています。 
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((研研究究開開発発をを推推進進))  
スマート農業技術については、研究開発が進んでいる分野がある⼀⽅で、果樹や野菜の

収穫作業等の開発難易度が⾼い分野も多くあります。農林⽔産省では、スマート農業技術
活⽤促進法に基づき、「⽣産⽅式⾰新事業活動及び開発供給事業の促進に関する基本的な⽅
針」を定め、農業において特に必要性が⾼いと認められるスマート農業技術等について「開
発供給事業の促進の⽬標(重点開発⽬標)」として明⽰しています。この重点開発⽬標に基
づくスマート農業技術等の開発及びその成果の普及に関する取組を開発供給実施計画とし
て認定し、令和12(2030)年度までに実⽤化することを⽬指しており、認定を受けた事業者
は税制特例措置や⾦融等の⽀援措置を受けることができます。令和8(2026)年3⽉末時点で
開発供給実施計画は50件認定されています。 

また、特に重要かつ⾼度な研究開発については、国⽴研究開発法⼈農 業
のうぎょう

・⾷ 品
しょくひん

産 業
さんぎょう

技術
ぎじゅつ

総合
そうごう

研 究
けんきゅう

機構
き こ う

(以下「農研機構」という。)と⺠間事業者の役割分担の下、開発及び供
給の期間短縮とともにユーザー⽬線での技術改良を促進することとしています。さらに、
中⼭間地域でも導⼊可能なスマート農業技術の更なる開発を後押しするため、中⼭間地域
等の多様な現場ニーズに対応した技術開発の取組を⽀援しています。 

 
((農農業業⽀⽀援援ササーービビスス事事業業者者のの育育成成をを推推進進))  

スマート農業技術を活⽤する際には、
スマート農業機械の導⼊コストの⾼さや、
それらを扱える⼈材の不⾜といった課題
があります。このような課題に対しては、
農作業の受託等を⾏う農業⽀援サービス
の活⽤を通じてスマート農業機械等の
「所有」から「利⽤」への転換を進める
ことで、コスト低減を図りつつ、速やか
に⾼度な技術を導⼊することが可能とな
ります。近年、農業⽤ドローンやIoT等
の最新技術を活⽤して農薬散布作業を代
⾏するサービス等が⽣産現場で広がって
います。令和7(2025)年のサービス事業
者の経営体数は6,316経営体となってお
り、令和2(2020)年から615経営体増加し
ています(図図表表22--44--11)。 

農林⽔産省では、より多くの農業者が農業⽀援サービスを利⽤できる環境を作るため、
農業⽀援サービス事業者が作業受託する際に必要な機械導⼊や機械の操作技術の習得とい
った⼈材育成等への⽀援に加え、サービスの標準的な作業⼯程や作業精度等を定めた「標
準ガイドライン」の策定や事業を開始する際の留意事項等を整理した「スタートアップ・
事業⽴上げガイド」の策定等を⾏っています。 
 
 
 
 

図表2-4-1 サービス事業者の経営体数 

資料：農林⽔産省「2020年農林業センサス」、「2025年農林業センサス」
を基に作成 

注：農作業を受託する経営体数のうち、農作業受託料⾦収⼊が500万円
以上の者の合計 
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((農農業業者者ののデデーータタ活活⽤⽤をを推推進進))  
農業現場における⽣産性向上には、⼈⼯衛星や各種センサ等で得られるデータを⼗分に

活⽤できる環境の整備が不可⽋です。 
農業者によるこのようなデータ活⽤の促進のため、農研機構では、データ連携・共有・

提供機能を有する農業データ連携基盤「WAGRI
ワ グ リ

1」を運営し、気象情報や市況情報等の基
礎データに加え、⽣育予測や病害⾍診断等のプログラムをAPI2として提供しています。 

さらに、技術的発展の著しいAIの農業分野での活⽤を促進するため、農研機構では、AI
による施設栽培の環境制御や、普及指導員の指導業務等を⽀援する対話型の⽣成AIといっ
た農業特化型の基本AIモデルの開発・実証に取り組んでいます。 

また、衛星データの活⽤では、衛星測位による農業機械の⾃動⾛⾏のほか、衛星リモー
トセンシングで作物の⽣育状況等を広範囲かつ効率的に把握し、施肥や収穫等の作業の適
正化・省⼒化に資する技術の開発が進められています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

((ススママーートト農農業業技技術術のの活活⽤⽤のの促促進進にに向向けけたた関関係係者者ととのの連連携携をを強強化化))  
スマート農業技術の開発及び普及の好循環の形成を推進していくため、農業者を中⼼に、

⺠間事業者、地⽅公共団体、⼤学等の多様なプレイヤーが参画する、「スマート農業イノ
ベーション推進会議(IPCSA

イ プ サ
3)」が令和7(2025)年度から本格的に活動を開始しました。

IPCSAでは、スマート農業に関する最新の情報を収集・共有・発信するとともに、関係
者間のマッチング、⼈材育成等を通じ、コミュニティの形成を促進することとしています。 

 
((海海外外ににおおけけるるススママーートト農農業業のの動動向向))  

海外においても、労働⼒不⾜や⽣産性向上等の共通課題に対応するため、⾃国の農業構
造や気候条件に即して重点分野を選択し、スマート農業技術の開発と現場普及を推進して
います。 

 
1 農業データプラットフォームが、様々なデータやサービスを連環させる「輪」となり、様々なコミュニティの更なる調和を促す「和」 

となることで、農業分野にイノベーションを引き起こすことへの期待から⽣まれた⾔葉(WA+AGRI) 
2 Application Programming Interfaceの略。複数のアプリ等を接続(連携)するために必要な仕組みのこと 
3 Innovation Promotion Conference for Smart Agricultureの略 

農農業業特特化化型型⽣⽣成成AAIIととのの対対話話例例  
資料：農研機構 
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((研研究究開開発発をを推推進進))  
スマート農業技術については、研究開発が進んでいる分野がある⼀⽅で、果樹や野菜の

収穫作業等の開発難易度が⾼い分野も多くあります。農林⽔産省では、スマート農業技術
活⽤促進法に基づき、「⽣産⽅式⾰新事業活動及び開発供給事業の促進に関する基本的な⽅
針」を定め、農業において特に必要性が⾼いと認められるスマート農業技術等について「開
発供給事業の促進の⽬標(重点開発⽬標)」として明⽰しています。この重点開発⽬標に基
づくスマート農業技術等の開発及びその成果の普及に関する取組を開発供給実施計画とし
て認定し、令和12(2030)年度までに実⽤化することを⽬指しており、認定を受けた事業者
は税制特例措置や⾦融等の⽀援措置を受けることができます。令和8(2026)年3⽉末時点で
開発供給実施計画は50件認定されています。 

また、特に重要かつ⾼度な研究開発については、国⽴研究開発法⼈農 業
のうぎょう

・⾷ 品
しょくひん

産 業
さんぎょう

技術
ぎじゅつ

総合
そうごう

研 究
けんきゅう

機構
き こ う

(以下「農研機構」という。)と⺠間事業者の役割分担の下、開発及び供
給の期間短縮とともにユーザー⽬線での技術改良を促進することとしています。さらに、
中⼭間地域でも導⼊可能なスマート農業技術の更なる開発を後押しするため、中⼭間地域
等の多様な現場ニーズに対応した技術開発の取組を⽀援しています。 

 
((農農業業⽀⽀援援ササーービビスス事事業業者者のの育育成成をを推推進進))  

スマート農業技術を活⽤する際には、
スマート農業機械の導⼊コストの⾼さや、
それらを扱える⼈材の不⾜といった課題
があります。このような課題に対しては、
農作業の受託等を⾏う農業⽀援サービス
の活⽤を通じてスマート農業機械等の
「所有」から「利⽤」への転換を進める
ことで、コスト低減を図りつつ、速やか
に⾼度な技術を導⼊することが可能とな
ります。近年、農業⽤ドローンやIoT等
の最新技術を活⽤して農薬散布作業を代
⾏するサービス等が⽣産現場で広がって
います。令和7(2025)年のサービス事業
者の経営体数は6,316経営体となってお
り、令和2(2020)年から615経営体増加し
ています(図図表表22--44--11)。 

農林⽔産省では、より多くの農業者が農業⽀援サービスを利⽤できる環境を作るため、
農業⽀援サービス事業者が作業受託する際に必要な機械導⼊や機械の操作技術の習得とい
った⼈材育成等への⽀援に加え、サービスの標準的な作業⼯程や作業精度等を定めた「標
準ガイドライン」の策定や事業を開始する際の留意事項等を整理した「スタートアップ・
事業⽴上げガイド」の策定等を⾏っています。 
 
 
 
 

図表2-4-1 サービス事業者の経営体数 

資料：農林⽔産省「2020年農林業センサス」、「2025年農林業センサス」
を基に作成 

注：農作業を受託する経営体数のうち、農作業受託料⾦収⼊が500万円
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((農農業業者者ののデデーータタ活活⽤⽤をを推推進進))  
農業現場における⽣産性向上には、⼈⼯衛星や各種センサ等で得られるデータを⼗分に

活⽤できる環境の整備が不可⽋です。 
農業者によるこのようなデータ活⽤の促進のため、農研機構では、データ連携・共有・

提供機能を有する農業データ連携基盤「WAGRI
ワ グ リ

1」を運営し、気象情報や市況情報等の基
礎データに加え、⽣育予測や病害⾍診断等のプログラムをAPI2として提供しています。 

さらに、技術的発展の著しいAIの農業分野での活⽤を促進するため、農研機構では、AI
による施設栽培の環境制御や、普及指導員の指導業務等を⽀援する対話型の⽣成AIといっ
た農業特化型の基本AIモデルの開発・実証に取り組んでいます。 

また、衛星データの活⽤では、衛星測位による農業機械の⾃動⾛⾏のほか、衛星リモー
トセンシングで作物の⽣育状況等を広範囲かつ効率的に把握し、施肥や収穫等の作業の適
正化・省⼒化に資する技術の開発が進められています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

((ススママーートト農農業業技技術術のの活活⽤⽤のの促促進進にに向向けけたた関関係係者者ととのの連連携携をを強強化化))  
スマート農業技術の開発及び普及の好循環の形成を推進していくため、農業者を中⼼に、

⺠間事業者、地⽅公共団体、⼤学等の多様なプレイヤーが参画する、「スマート農業イノ
ベーション推進会議(IPCSA

イ プ サ
3)」が令和7(2025)年度から本格的に活動を開始しました。

IPCSAでは、スマート農業に関する最新の情報を収集・共有・発信するとともに、関係
者間のマッチング、⼈材育成等を通じ、コミュニティの形成を促進することとしています。 

 
((海海外外ににおおけけるるススママーートト農農業業のの動動向向))  

海外においても、労働⼒不⾜や⽣産性向上等の共通課題に対応するため、⾃国の農業構
造や気候条件に即して重点分野を選択し、スマート農業技術の開発と現場普及を推進して
います。 

 
1 農業データプラットフォームが、様々なデータやサービスを連環させる「輪」となり、様々なコミュニティの更なる調和を促す「和」 

となることで、農業分野にイノベーションを引き起こすことへの期待から⽣まれた⾔葉(WA+AGRI) 
2 Application Programming Interfaceの略。複数のアプリ等を接続(連携)するために必要な仕組みのこと 
3 Innovation Promotion Conference for Smart Agricultureの略 

農農業業特特化化型型⽣⽣成成AAIIととのの対対話話例例  
資料：農研機構 
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((33))  農農林林⽔⽔産産・・⾷⾷品品分分野野ののススタターートトアアッッププにによよるる技技術術開開発発・・社社会会実実装装  
((ススタターートトアアッッププのの取取組組をを⽀⽀援援))  

我が国における経済成⻑を実現するため、牽引
けんいん

役として新しい技術やアイデアを有する
スタートアップに⼤きな期待が寄せられています。農林⽔産業・⾷品産業の現場は、担い
⼿不⾜の解消や環境と調和した⾷料⽣産への転換等の様々な課題を抱えており、これらの
課題を乗り越えるためには、スマート農業技術や、廃棄物から資源を⽣み出すアップサイ
クル技術等の先端技術を速やかに社会実装させる必要があります。 

スタートアップは、このような先端技術を有し、それを起点に新たなビジネスにつなげ
る潜在⼒を持っていますが、スタートアップの成⻑過程には、いわゆる「死の⾕1」等の幾
つもの壁があり、特に農林⽔産・⾷品分野では、IT分野等に⽐べて利益を回収するまでに
相対的に⻑い期間を要するケースが多いため、成⻑資⾦の流⼊が少ない状況にあります。 

このため、SBIR2制度に基づき、「スタートアップへの総合的⽀援」により、農林⽔産・
⾷品分野において新たな技術・サービスの事業化を⽬指すスタートアップや中⼩企業等が
⾏う研究開発等を発想段階から事業化準備段階まで切れ⽬なく⽀援しています。令和
7(2025)年度は新規課題を17件採択し、継続課題も含め計46件を⽀援しました。 

 
1 製品開発〜事業化における難所。製品開発から事業として収益を得るまでに要する時間が⻑く、事業化体制構築には相当な資⾦調 

達が必要となるため、経営判断の難しさ等から失敗するケースも多い。 
2 Small/Startup Business Innovation Researchの略で、中⼩企業による研究技術開発と、その成果の事業化を⼀貫して⽀援する制度 

のこと 

資料：農林⽔産省作成 

((ココララムム))  海海外外ののススママーートト農農業業技技術術のの開開発発・・普普及及のの動動向向  
世界のスマート農業は、AIやIoT等を活⽤し、農作業の⾃動化・省⼒化や⽣育環境の精密管理を実

現する技術を中⼼に進展しています。 
国別に⾒ると、⽶国では⺠間企業が中⼼となり、⼤規模ほ場に適した省⼒化や施肥量のコントロー

ル等の精密農業技術の開発が進展しています。中国では政府が国家戦略の下で、データ基盤整備とと
もに幅広い分野で⾃動化・デジタル化を推進しています。韓国でも政府が中⼼となり、施設園芸を中
⼼に⼈材育成と組み合わせて環境制御技術等の導⼊を後押ししています。イスラエルでは⺠間企業が
中⼼となり、乾燥地に適した節⽔型のスマートかんがい等の技術開発・普及が進んでいます。 

各各国国ののススママーートト農農業業技技術術のの注注⽬⽬分分野野・・技技術術動動向向
国 注⽬の分野・技術動向

⽶国

とうもろこしや⼤⾖等の畑作が盛んで、1経営体当たりのほ場⾯積が⼤きいことから、衛星デー
タや⼤型コンバインの収量データ等を活⽤した⼤規模ほ場レベルでの施肥量のコントロール等
の精密農業に関する技術の開発・普及が進展。産学官連携の下での研究開発に加え、⺠間投資
の増加により技術の社会実装が加速

中国
農村振興と⽣産効率向上を⽬指し、国家戦略としてスマート農業技術の導⼊が急速に進展。農
村のデジタルデータ基盤整備とともに、ドローンを活⽤した精密施肥やモニタリングデータを
活⽤した家畜の飼養管理等の幅広い分野でスマート農業技術の普及を後押し

韓国
担い⼿減少等の課題解決を⽬的に、デジタル技術と農業の融合を通じた研究開発・普及が進
展。特に施設園芸分野において、政府が新規就農者の育成⽀援と組み合わせ、施設の環境制御
技術等のスマート農業の導⼊を政策的に推進

イスラエル
⺠間企業を中⼼に、乾燥地に適した節⽔型農業技術の開発・普及に強みを有する。センシング
技術を活⽤してかん⽔量を制御するスマートかんがいシステム等が普及

 

また、スタートアップによる先端技術の社会実装を促進するため、事業化に向けて実際
の使⽤環境下で⼤規模な実証を⾏う取組に対する⽀援を⾏っています。 

このほか、投資円滑化法1に基づき、スマート農業技術やフードテックのスタートアップ
等に投資する⺠間の投資主体への資⾦供給を促進することとしています。 

 

 
 

((『『「「知知」」のの集集積積とと活活⽤⽤のの場場』』にによよるるイイノノベベーーシショョンンをを創創出出))  
我が国における農林⽔産・⾷品分野の研究開発⼒を強化するためには、産学官による多

様な分野の連携を推進していく必要があります。 
このため、農林⽔産省では、農林⽔産・⾷品分野におけるオープンイノベーション創出

の仕組みとして、『「知」の集積と活⽤の場』を設置し、基礎から実⽤化段階までの研究開
発や、その成果の事業化を推進しています。『「知」の集積と活⽤の場』には、農林⽔産分
野にとどまらず、化学、機械⼯学、情報⼯学等の多様な分野の法⼈・個⼈が参画し、様々
なアイデアを組み合わせた技術シーズの創出に取り組んでいます。令和7(2025)年度では、
会員が5千を超え、先進的なスマート農林⽔産技術や新規農業⽣産資材、新規⾷品が開発
され、事業化されています。 

その他、優れた研究成果の速やかな社会実装を推進するため、アグリビジネス創出フェ
ア等を通じて幅広く情報発信を⾏っています。 

 

 
1 正式名称は「農林漁業法⼈等に対する投資の円滑化に関する特別措置法」 

 
愛知県名古屋市

な ご や し
の株式会社トクイテンは、「持続可能な農業へのシフトを加速する」をミッションに

掲げ、AIとロボット技術を活⽤して有機農業の⾃動化を推進するスタートアップ企業です。 
有機農業は、労働⼒不⾜や栽培の難しさが普及の障壁となっており、同社はこれらの課題に対処す

るため、令和4(2022)年から吸引型⾃動収穫ロボットや⾃律⾛⾏型ロボット等のプロトタイプを⾃社開
発し、同県知多市

ち た し
にある20aの⾃社栽培施設にてミニトマトの有機栽培の実践を進めてきました。 

令和6(2024)年度からは、ロボットによる省⼒化技術、センサー類を⽤いた⾃動環境制御技術、太陽
熱等を活⽤したハウス内加温技術の開発・実証を通じて、1ha以上の⼤規模農場への適⽤を⽬指してい
ます。くわえて、同社では、⼟壌分析に基づいた施肥設計、有⽤微⽣物の活性化等を通じて、病害⾍
の抑制と作物の健全な⽣育環境の確保を図っています。 

同社は、これらの技術による省⼒化、有機栽培⼿法の確⽴、農場の拡⼤を通じて、2050年ネット・
ゼロ＊を実現する⼤規模有機スマート農場のモデルの確⽴を⽬指しています。 

 
＊ カーボンニュートラルや脱炭素と同義 

実実証証ほほ場場  
資料：株式会社トクイテン 

((事事例例))  ⼤⼤規規模模有有機機ススママーートト農農場場のの開開発発((愛愛知知県県))  

ミミニニトトママトトのの吸吸引引型型⾃⾃動動収収穫穫ロロボボッットト  
資料：株式会社トクイテン 
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((33))  農農林林⽔⽔産産・・⾷⾷品品分分野野ののススタターートトアアッッププにによよるる技技術術開開発発・・社社会会実実装装  
((ススタターートトアアッッププのの取取組組をを⽀⽀援援))  

我が国における経済成⻑を実現するため、牽引
けんいん

役として新しい技術やアイデアを有する
スタートアップに⼤きな期待が寄せられています。農林⽔産業・⾷品産業の現場は、担い
⼿不⾜の解消や環境と調和した⾷料⽣産への転換等の様々な課題を抱えており、これらの
課題を乗り越えるためには、スマート農業技術や、廃棄物から資源を⽣み出すアップサイ
クル技術等の先端技術を速やかに社会実装させる必要があります。 

スタートアップは、このような先端技術を有し、それを起点に新たなビジネスにつなげ
る潜在⼒を持っていますが、スタートアップの成⻑過程には、いわゆる「死の⾕1」等の幾
つもの壁があり、特に農林⽔産・⾷品分野では、IT分野等に⽐べて利益を回収するまでに
相対的に⻑い期間を要するケースが多いため、成⻑資⾦の流⼊が少ない状況にあります。 

このため、SBIR2制度に基づき、「スタートアップへの総合的⽀援」により、農林⽔産・
⾷品分野において新たな技術・サービスの事業化を⽬指すスタートアップや中⼩企業等が
⾏う研究開発等を発想段階から事業化準備段階まで切れ⽬なく⽀援しています。令和
7(2025)年度は新規課題を17件採択し、継続課題も含め計46件を⽀援しました。 

 
1 製品開発〜事業化における難所。製品開発から事業として収益を得るまでに要する時間が⻑く、事業化体制構築には相当な資⾦調 

達が必要となるため、経営判断の難しさ等から失敗するケースも多い。 
2 Small/Startup Business Innovation Researchの略で、中⼩企業による研究技術開発と、その成果の事業化を⼀貫して⽀援する制度 

のこと 

資料：農林⽔産省作成 

((ココララムム))  海海外外ののススママーートト農農業業技技術術のの開開発発・・普普及及のの動動向向  
世界のスマート農業は、AIやIoT等を活⽤し、農作業の⾃動化・省⼒化や⽣育環境の精密管理を実

現する技術を中⼼に進展しています。 
国別に⾒ると、⽶国では⺠間企業が中⼼となり、⼤規模ほ場に適した省⼒化や施肥量のコントロー

ル等の精密農業技術の開発が進展しています。中国では政府が国家戦略の下で、データ基盤整備とと
もに幅広い分野で⾃動化・デジタル化を推進しています。韓国でも政府が中⼼となり、施設園芸を中
⼼に⼈材育成と組み合わせて環境制御技術等の導⼊を後押ししています。イスラエルでは⺠間企業が
中⼼となり、乾燥地に適した節⽔型のスマートかんがい等の技術開発・普及が進んでいます。 

各各国国ののススママーートト農農業業技技術術のの注注⽬⽬分分野野・・技技術術動動向向
国 注⽬の分野・技術動向

⽶国

とうもろこしや⼤⾖等の畑作が盛んで、1経営体当たりのほ場⾯積が⼤きいことから、衛星デー
タや⼤型コンバインの収量データ等を活⽤した⼤規模ほ場レベルでの施肥量のコントロール等
の精密農業に関する技術の開発・普及が進展。産学官連携の下での研究開発に加え、⺠間投資
の増加により技術の社会実装が加速

中国
農村振興と⽣産効率向上を⽬指し、国家戦略としてスマート農業技術の導⼊が急速に進展。農
村のデジタルデータ基盤整備とともに、ドローンを活⽤した精密施肥やモニタリングデータを
活⽤した家畜の飼養管理等の幅広い分野でスマート農業技術の普及を後押し

韓国
担い⼿減少等の課題解決を⽬的に、デジタル技術と農業の融合を通じた研究開発・普及が進
展。特に施設園芸分野において、政府が新規就農者の育成⽀援と組み合わせ、施設の環境制御
技術等のスマート農業の導⼊を政策的に推進

イスラエル
⺠間企業を中⼼に、乾燥地に適した節⽔型農業技術の開発・普及に強みを有する。センシング
技術を活⽤してかん⽔量を制御するスマートかんがいシステム等が普及

 

また、スタートアップによる先端技術の社会実装を促進するため、事業化に向けて実際
の使⽤環境下で⼤規模な実証を⾏う取組に対する⽀援を⾏っています。 

このほか、投資円滑化法1に基づき、スマート農業技術やフードテックのスタートアップ
等に投資する⺠間の投資主体への資⾦供給を促進することとしています。 

 

 
 

((『『「「知知」」のの集集積積とと活活⽤⽤のの場場』』にによよるるイイノノベベーーシショョンンをを創創出出))  
我が国における農林⽔産・⾷品分野の研究開発⼒を強化するためには、産学官による多

様な分野の連携を推進していく必要があります。 
このため、農林⽔産省では、農林⽔産・⾷品分野におけるオープンイノベーション創出

の仕組みとして、『「知」の集積と活⽤の場』を設置し、基礎から実⽤化段階までの研究開
発や、その成果の事業化を推進しています。『「知」の集積と活⽤の場』には、農林⽔産分
野にとどまらず、化学、機械⼯学、情報⼯学等の多様な分野の法⼈・個⼈が参画し、様々
なアイデアを組み合わせた技術シーズの創出に取り組んでいます。令和7(2025)年度では、
会員が5千を超え、先進的なスマート農林⽔産技術や新規農業⽣産資材、新規⾷品が開発
され、事業化されています。 

その他、優れた研究成果の速やかな社会実装を推進するため、アグリビジネス創出フェ
ア等を通じて幅広く情報発信を⾏っています。 

 

 
1 正式名称は「農林漁業法⼈等に対する投資の円滑化に関する特別措置法」 

 
愛知県名古屋市

な ご や し
の株式会社トクイテンは、「持続可能な農業へのシフトを加速する」をミッションに

掲げ、AIとロボット技術を活⽤して有機農業の⾃動化を推進するスタートアップ企業です。 
有機農業は、労働⼒不⾜や栽培の難しさが普及の障壁となっており、同社はこれらの課題に対処す

るため、令和4(2022)年から吸引型⾃動収穫ロボットや⾃律⾛⾏型ロボット等のプロトタイプを⾃社開
発し、同県知多市

ち た し
にある20aの⾃社栽培施設にてミニトマトの有機栽培の実践を進めてきました。 

令和6(2024)年度からは、ロボットによる省⼒化技術、センサー類を⽤いた⾃動環境制御技術、太陽
熱等を活⽤したハウス内加温技術の開発・実証を通じて、1ha以上の⼤規模農場への適⽤を⽬指してい
ます。くわえて、同社では、⼟壌分析に基づいた施肥設計、有⽤微⽣物の活性化等を通じて、病害⾍
の抑制と作物の健全な⽣育環境の確保を図っています。 

同社は、これらの技術による省⼒化、有機栽培⼿法の確⽴、農場の拡⼤を通じて、2050年ネット・
ゼロ＊を実現する⼤規模有機スマート農場のモデルの確⽴を⽬指しています。 

 
＊ カーボンニュートラルや脱炭素と同義 

実実証証ほほ場場  
資料：株式会社トクイテン 

((事事例例))  ⼤⼤規規模模有有機機ススママーートト農農場場のの開開発発((愛愛知知県県))  

ミミニニトトママトトのの吸吸引引型型⾃⾃動動収収穫穫ロロボボッットト  
資料：株式会社トクイテン 

127

第
2
章

農村白書2026_1-2.indd   127農村白書2026_1-2.indd   127 2026/05/13   18:26:362026/05/13   18:26:36



 

((44))  現現場場のの課課題題にに対対応応ししたた研研究究開開発発  
((現現場場のの課課題題解解決決にに資資すするる研研究究開開発発をを推推進進))  

農林⽔産省では、⾷料安全保障の強化やみどりの⾷料システム戦略1の実現に向け、気候
変動に対応した品種開発の加速化や、現場では解決が困難な技術的問題に対して、農林漁
業者のニーズを踏まえた研究開発を推進しています。 

例えば⽔稲病害⾍防除の省⼒化に向け、病害⾍の発⽣予測
モデルを基盤とした薬剤適期散布システムを開発しています。
このシステムは、気象データや作付情報を基に、イネいもち
病や斑点

はんてん
⽶
まい

カメムシ等の発⽣時期・防除適期をほ場単位で精
密に予測し、予測結果を電⼦メールで通知する機能を備えて
います。令和6(2024)年度から⺠間の栽培管理⽀援システム
への実装を開始し、現場での利⽤が始まりました。これによ
り、薬剤散布の適期判断が容易になり、省⼒的な総合防除
(IPM2)の実現に寄与することが期待されています。 

また、内閣府の総合科学技術・イノベーション会議(CSTI
シ ス テ ィ

3)の下、戦略的イノベーショ
ン創造プログラム(SIP4)や、研究開発とSociety5.0との橋渡しプログラム(BRIDGE5)の研究
プロジェクトを通じて、府省連携による研究開発を推進しています。 

農業分野における研究例では、⾼温多湿なASEAN地域での施設園芸における最適な栽培
管理⼿法の開発に取り組んでいます。本成果により、⽇本型施設園芸のASEAN地域への展
開や、我が国における夏場の異常⾼温への適応技術への応⽤が期待されます。また、家畜
感染症対策として重要な動物⽤ワクチンについて、カイコのシルクを⽤いて、⼿間とコス
トのかかる注射によらず、経⼝で投与できるワクチンを開発し、実⽤化に向けた取組を進
めています(図図表表22--44--22)。 

 

 
1 第5章第1節を参照 
2 Integrated Pest Managementの略 
3 Council for Science, Technology and Innovationの略 
4 Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Programの略 
5 programs for Bridging the gap between R&d and the IDeal society (society 5.0) and Generating Economic and social valueの略 

農農業業情情報報シシスステテムムにによよるる  
病病害害⾍⾍発発⽣⽣リリススククのの⾊⾊分分表表⽰⽰  

資料：株式会社ビジョンテック 

図表2-4-2 抗原を直接シルクコーティングした経⼝ワクチンの創出 

資料：農研機構 

シルク溶液 抗原をシルク
溶液に混ぜる

⾼濃度の塩の⽔溶液
に抗原を混合したシル
ク溶液を滴下すると
シルク粒⼦を形成

抗原

抗原を含有した
シルク粒⼦を形成

シルク粒⼦

 

((ムムーーンンシショョッットト型型研研究究開開発発をを推推進進))  
CSTIでは、困難だが実現すれば⼤きなインパクトが期待され

る社会課題等を対象とした⽬標を設定し、関係府省はこの⽬標
を実現するため、挑戦的な研究開発(ムーンショット型研究開
発)を推進しています。農林⽔産・⾷品分野においては、「2050
年までに、未利⽤の⽣物機能等のフル活⽤により、地球規模で
ムリ・ムダのない持続的な⾷料供給産業を創出」することを⽬
標として掲げ、⾷料の⽣産と消費の両⾯から⼋つの研究開発プ
ロジェクトに取り組んでいます。これまでに、不規則に⾶翔す
る害⾍の位置をAIが推測し、⻘⾊レーザー光で狙撃する⼀連の⾃動狙撃技術・装置の開発
や、⽜のげっぷに含まれるメタンを抑制するため、ルーメン内で⽣成されるメタンをプロ
ピオン酸へと変換する細菌(プロピオン酸増強菌)を、世界で初めて分離培養することに成
功しました。令和8(2026)年3⽉末時点で、50件に上る国内外の特許出願等の成果があり、
得られた研究成果を社会に還元することによって、本⽬標が掲げる持続可能な⾷料システ
ムの構築の実現を⽬指します。 
 
((55))  農農林林⽔⽔産産分分野野のの国国際際研研究究のの推推進進  
((農農林林⽔⽔産産技技術術のの国国際際研研究究及及びび技技術術普普及及のの推推進進))  

我が国で得られた新技術等を活かし、⼆国間クレジット制度(JCM)の活⽤を含む農業分
野での気候変動の緩和促進等の協⼒プロジェクトをASEAN各国との間で実施しています。
また、アジア各国の脱炭素化を進めるための協⼒枠組みであるアジア・ゼロエミッション
共同体(AZEC1)においても、農林⽔産分野の取組を発信しており、これらの協⼒プロジェ
クトは「⽇ASEANみどり協⼒プラン」におけるプロジェクトとしても位置付けられていま
す。 

気候変動の緩和や持続的農業の実現に資する技術のアジアモンスーン地域での実装を促
進するため、国⽴研究開発法⼈国際

こくさい
農林
のうりん

⽔
すい

産 業
さんぎょう

研 究
けんきゅう

センター(以下「国際農研」という。)
において、みどりの ⾷ 料

しょくりょう
システム国際

こくさい
情 報
じょうほう

センターを設置し、技術情報の収集・分析・
発信に加え、アジアモンスーン地域での⽣物的硝化2抑制(BNI3)、間断かんがい(AWD4)、
イネいもち病対策等の優れた農業技術の応⽤に向けた共同研究等を実施しています。また、
アジアモンスーン地域における持続可能な⾷料システムの構築に貢献し得る技術を令和
4(2022)年度から技術カタログ5として取りまとめており、令和7(2025)年度においては、第
14回G20⾸席農業研究者会議、国連気候変動枠組条約第30回締約国会議(COP630)等にお
いて、我が国の農業技術や共同研究の状況として情報発信しました。 

このような取組や成果に対し、国連⾷料システム調整ハブ7が、国際農研及び農研機構を
我が国のイノベーションエンジンとして紹介しました。 

 
1 第1章第6節を参照 
2 微⽣物(硝化菌)がアンモニア態窒素(アンモニウム)を硝酸態窒素へと酸化する過程 
3 Biological Nitrification Inhibitionの略。植物⾃⾝が根から物質を分泌し、硝化を抑制する働きのこと 
4 Alternate Wetting and Dryingの略 
5 正式名称は「アジアモンスーン地域の⽣産⼒向上と持続性の両⽴に資する技術カタログ」 
6 Conference of the Partiesの略 
7 UN Food Systems Coordination Hubのこと 

⻘⻘⾊⾊レレーーザザーー光光でで  
狙狙撃撃すするるイイメメーージジ  

資料：農研機構 
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((44))  現現場場のの課課題題にに対対応応ししたた研研究究開開発発  
((現現場場のの課課題題解解決決にに資資すするる研研究究開開発発をを推推進進))  

農林⽔産省では、⾷料安全保障の強化やみどりの⾷料システム戦略1の実現に向け、気候
変動に対応した品種開発の加速化や、現場では解決が困難な技術的問題に対して、農林漁
業者のニーズを踏まえた研究開発を推進しています。 

例えば⽔稲病害⾍防除の省⼒化に向け、病害⾍の発⽣予測
モデルを基盤とした薬剤適期散布システムを開発しています。
このシステムは、気象データや作付情報を基に、イネいもち
病や斑点

はんてん
⽶
まい

カメムシ等の発⽣時期・防除適期をほ場単位で精
密に予測し、予測結果を電⼦メールで通知する機能を備えて
います。令和6(2024)年度から⺠間の栽培管理⽀援システム
への実装を開始し、現場での利⽤が始まりました。これによ
り、薬剤散布の適期判断が容易になり、省⼒的な総合防除
(IPM2)の実現に寄与することが期待されています。 

また、内閣府の総合科学技術・イノベーション会議(CSTI
シ ス テ ィ

3)の下、戦略的イノベーショ
ン創造プログラム(SIP4)や、研究開発とSociety5.0との橋渡しプログラム(BRIDGE5)の研究
プロジェクトを通じて、府省連携による研究開発を推進しています。 

農業分野における研究例では、⾼温多湿なASEAN地域での施設園芸における最適な栽培
管理⼿法の開発に取り組んでいます。本成果により、⽇本型施設園芸のASEAN地域への展
開や、我が国における夏場の異常⾼温への適応技術への応⽤が期待されます。また、家畜
感染症対策として重要な動物⽤ワクチンについて、カイコのシルクを⽤いて、⼿間とコス
トのかかる注射によらず、経⼝で投与できるワクチンを開発し、実⽤化に向けた取組を進
めています(図図表表22--44--22)。 

 

 
1 第5章第1節を参照 
2 Integrated Pest Managementの略 
3 Council for Science, Technology and Innovationの略 
4 Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Programの略 
5 programs for Bridging the gap between R&d and the IDeal society (society 5.0) and Generating Economic and social valueの略 

農農業業情情報報シシスステテムムにによよるる  
病病害害⾍⾍発発⽣⽣リリススククのの⾊⾊分分表表⽰⽰  

資料：株式会社ビジョンテック 

図表2-4-2 抗原を直接シルクコーティングした経⼝ワクチンの創出 

資料：農研機構 

シルク溶液 抗原をシルク
溶液に混ぜる

⾼濃度の塩の⽔溶液
に抗原を混合したシル
ク溶液を滴下すると
シルク粒⼦を形成

抗原

抗原を含有した
シルク粒⼦を形成

シルク粒⼦

 

((ムムーーンンシショョッットト型型研研究究開開発発をを推推進進))  
CSTIでは、困難だが実現すれば⼤きなインパクトが期待され

る社会課題等を対象とした⽬標を設定し、関係府省はこの⽬標
を実現するため、挑戦的な研究開発(ムーンショット型研究開
発)を推進しています。農林⽔産・⾷品分野においては、「2050
年までに、未利⽤の⽣物機能等のフル活⽤により、地球規模で
ムリ・ムダのない持続的な⾷料供給産業を創出」することを⽬
標として掲げ、⾷料の⽣産と消費の両⾯から⼋つの研究開発プ
ロジェクトに取り組んでいます。これまでに、不規則に⾶翔す
る害⾍の位置をAIが推測し、⻘⾊レーザー光で狙撃する⼀連の⾃動狙撃技術・装置の開発
や、⽜のげっぷに含まれるメタンを抑制するため、ルーメン内で⽣成されるメタンをプロ
ピオン酸へと変換する細菌(プロピオン酸増強菌)を、世界で初めて分離培養することに成
功しました。令和8(2026)年3⽉末時点で、50件に上る国内外の特許出願等の成果があり、
得られた研究成果を社会に還元することによって、本⽬標が掲げる持続可能な⾷料システ
ムの構築の実現を⽬指します。 
 
((55))  農農林林⽔⽔産産分分野野のの国国際際研研究究のの推推進進  
((農農林林⽔⽔産産技技術術のの国国際際研研究究及及びび技技術術普普及及のの推推進進))  

我が国で得られた新技術等を活かし、⼆国間クレジット制度(JCM)の活⽤を含む農業分
野での気候変動の緩和促進等の協⼒プロジェクトをASEAN各国との間で実施しています。
また、アジア各国の脱炭素化を進めるための協⼒枠組みであるアジア・ゼロエミッション
共同体(AZEC1)においても、農林⽔産分野の取組を発信しており、これらの協⼒プロジェ
クトは「⽇ASEANみどり協⼒プラン」におけるプロジェクトとしても位置付けられていま
す。 

気候変動の緩和や持続的農業の実現に資する技術のアジアモンスーン地域での実装を促
進するため、国⽴研究開発法⼈国際

こくさい
農林
のうりん

⽔
すい

産 業
さんぎょう

研 究
けんきゅう

センター(以下「国際農研」という。)
において、みどりの ⾷ 料

しょくりょう
システム国際

こくさい
情 報
じょうほう

センターを設置し、技術情報の収集・分析・
発信に加え、アジアモンスーン地域での⽣物的硝化2抑制(BNI3)、間断かんがい(AWD4)、
イネいもち病対策等の優れた農業技術の応⽤に向けた共同研究等を実施しています。また、
アジアモンスーン地域における持続可能な⾷料システムの構築に貢献し得る技術を令和
4(2022)年度から技術カタログ5として取りまとめており、令和7(2025)年度においては、第
14回G20⾸席農業研究者会議、国連気候変動枠組条約第30回締約国会議(COP630)等にお
いて、我が国の農業技術や共同研究の状況として情報発信しました。 

このような取組や成果に対し、国連⾷料システム調整ハブ7が、国際農研及び農研機構を
我が国のイノベーションエンジンとして紹介しました。 

 
1 第1章第6節を参照 
2 微⽣物(硝化菌)がアンモニア態窒素(アンモニウム)を硝酸態窒素へと酸化する過程 
3 Biological Nitrification Inhibitionの略。植物⾃⾝が根から物質を分泌し、硝化を抑制する働きのこと 
4 Alternate Wetting and Dryingの略 
5 正式名称は「アジアモンスーン地域の⽣産⼒向上と持続性の両⽴に資する技術カタログ」 
6 Conference of the Partiesの略 
7 UN Food Systems Coordination Hubのこと 

⻘⻘⾊⾊レレーーザザーー光光でで  
狙狙撃撃すするるイイメメーージジ  

資料：農研機構 
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また、国際農業研究協議グループ(CGIAR1)と連携し、我が国の拠出により、GHGゼロ
エミッションに向けた作物の栽培体系の検討・実証やBNI技術を活⽤した作物の開発・栽
培体系の確⽴、気候変動への対応や栄養供給の向上に資する作物品種の開発等の研究を推
進しています。 

このような国際的な取組の積重ねは、アジア地域等における気候変動対応能⼒の強化に
寄与するとともに、その過程で得られた知⾒や技術が国内の研究開発にも還元され、我が
国の農林⽔産分野における技術⼒の向上にもつながっています。 
 
((66))  農農林林⽔⽔産産施施策策のの展展開開ににおおけけるるデデジジタタルル化化のの推推進進  
((農農林林⽔⽔産産施施策策のの展展開開ににおおけけるるデデジジタタルル化化のの推推進進))  

我が国の⼈⼝構造の変化に伴い、多くの業界・分野で業務従事者の減少・⾼齢化が進⾏
しており、地⽅公共団体を含む⾏政においても職員数の減少が進⾏する中、デジタル技
術を⾼度活⽤し、業務効率化といった⽣産性向上に取り組むことが重要です。農林⽔産
省では、これまで「農林⽔産省共通申請サービス(eMAFF

イ ー マ フ
申請)」、「農林⽔産省地理情報

共通管理システム(eMAFF
イ ー マ フ

地図)」といったシステムを構築し、⾏政⼿続のオンライン化
や利便性の向上に取り組んできました。 

eMAFF申請については、費⽤対効果や利⽤者視点での利便性向上や⾏政運営効率化の
観点から⾒直しを⾏い、次期オンライン申請システムの令和8(2026)年10⽉の稼働開始を
⽬指して、その整備に取り組んでいるところです。業務そのものの⾒直しや⼿続の簡素
化、AI-OCR2の活⽤、操作性向上等を通じ、システム利⽤を促進していくこととしてい
ます。 

また、eMAFF地図についても、現地確認業務の効率化等に向けて、地図アプリや営農
管理アプリ等の⺠間サービスとの連携も含め、利活⽤の向上に取り組んでいます。 

さらに、農林⽔産業を取り巻く社会情勢の変化・多様化が加速する中、⾏政において
もデータを活⽤してその変化を的確に捉え、政策運営に活かすことの重要性が⾼まって
います。農林⽔産省では、「データ活⽤基盤3」を⽤いたデータの集約・蓄積やBIツール4の
研修等を通じたデータ活⽤⼈材の育成等を進めています。 

 
1 Consultative Group on International Agricultural Researchに由来 
2 OCRは、Optical Character Recognitionの略で、AIを活⽤した光学式⽂字認識のこと 
3 省内外に散在するデータを利⽤に適した形式に整形・加⼯した上で1か所に集約し、ワンストップでのデータ提供を実現するプラッ

トフォーム 
4 BIは、Business Intelligenceの略で、簡単な操作により、データの加⼯、グラフィカルな分析、表⽰等を実現するツール 

 

   

 
第第55節節  付付加加価価値値向向上上にに向向けけたた取取組組  

 
 
我が国の農林水産業・食品産業は、優良な品種、高い技術やノウハウ、特有の食文化等

の知的財産によって強みを有しており、日本産農林水産物・食品は、世界で高く評価され
ていますが、その一方で、侵害リスクにもさらされています。 

我が国の農林水産業・食品産業が、生産性・付加価値を高め、競争力を発揮していける
よう、知的財産を戦略的に保護・活用し、「稼ぐ力」を強化するとともに、その源泉たる新
たな知的財産の持続的な創出につなげていくことが必要です。 

本節では、付加価値向上に向けた取組について紹介します。 
 

((11))  優優良良品品種種のの開開発発・・導導入入促促進進  
((優優良良品品種種のの開開発発をを強強化化))  

食料の安定供給を確保するためには、生産性向上等に対応した優良品種を開発していく
ことが不可欠であり、そのためには産学官連携による品種開発の強化が必要です。 

農林水産省では、多収品種やスマート農業技術に適性のある品種、高温耐性品種、病害
虫抵抗性品種等の開発に取り組むとともに、品質の向上にも取り組んでいます。例えばカ
ボチャの新品種「栗のめぐみ2号」は、栽培初期につるが伸びにくく、節間が短くなるこ
とから、管理作業を省力化できるほか、着果位置が揃うため果実を見つけやすく、機械収
穫により作業負担を軽減できます。また、⼩⻨の新品種「せとのほほえみ」は、縞

しま
萎 縮 病
いしゅくびょう

に強く、製パン適性に優れるほか、秋
あき

播性
まきせい

であるため春先の低温による凍霜害を受けるリ
スクが低いという特性を有しています。 

また、気候変動等による農業生産への悪影響が顕在化する中、高温耐性・病害虫抵抗性・
多収性といった形質を備えた重要品種の育成と、その迅速な普及の必要性はこれまで以上
に高まっています。こうした状況を踏まえ、産学官が連携して重要品種の育成と種苗生産
を一体的に推進できる仕組みづくりに向け、必要な制度の検討を進めているところです。 

 
 

((育育種種ビビッッググデデーータタややAAII等等をを活活用用ししたた品品種種開開発発をを推推進進))  
従来の品種開発では、多数の組合せによる交配を行い、子世代の多くの個体を栽培し、

その中から優良な形質を持つ個体を選抜すること等から、10年以上の⻑い期間と多⼤な労
力を必要としてきました。 

機機械械収収穫穫にに適適ししたた「「栗栗ののめめぐぐみみ22号号」」((左左・・令令和和66((22002244))年年度度開開発発))ととつつるる性性のの品品種種((右右))  
資料：農研機構 
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